
選ばなければ，どこかの大学には入学することが
できる。私立大学の一般選抜ののべの志願者数
は，2006年以降連続して増加し続けている。同時に
大学の退学者も増加している。文部科学省の学校基
本調査からは，1995年までは減少傾向であった退学
者数が，1995年を境に増加傾向に転じている。特に
私立大学では90年代以降，退学率が上昇している。
退学は，学生にとっては学位を取得する機会を自ら
放棄することだけではなく，退学後の就職活動など
に影響を与える。例えば，下瀬川（2015）は，東大
社研・若年パネル調査データと東大社研・壮年パネ
ルデータを対象に，正規職に就業しようとする場
合，退学者は卒業者に比べて不利になるのか，正規
職に雇用された場合，退学していることがもらえる
賃金を低くすることがあるかなどについて分析して
いる。結果，退学者が中長期的にも正社員として就
業しづらいこと，卒業者に比べ賃金が低くなること
がわかった。退学するという選択は，学生にとって
将来のかなり長い期間にわたり不利にはたらくので
ある。学生を受けいれている大学にとっても，もち
ろん退学者の増加は大きな問題である。現在，退学
者の多い大学のランキングなどが公開されており，
退学者の多い大学というイメージは経営に大きな影

響を及ぼす。退学者の多い大学は悪い大学というイ
メージをもたれがちであるからである。実際に，偏
差値が低い学部，一般選抜を経ずに入学する入学者
の率が高い学部ほど，退学者が多いという指摘（清
水，2013）があるし，大学の教育内容で言えば，学
生100名あたりの教員数や学生1人あたりの図書貸
出数の低い大学ほど，退学率が高い（姉川，2014）
という分析結果もある。退学率の上昇を抑制するた
めに各大学様々な取り組みを行っている。

退学対策への取り組み 退学対策には個々の学生を
対象にした取組が有効である。立石・小方（2016）
は，雑誌「大学の実力（2016）」の掲載データをも
とに，学部単位で退学・留年を規定する要因などを
分析している。「大学の実力（2016）」には，読売新
聞社が，全国の大学に対して，2015年に行ったアン
ケート調査を行なった結果がまとめられている。回
答率は91％であり，678大学，2，223学部のデータが
得られている。分析には退学率や留年率，2011年度
での大学の偏差値などの変数が用いられている。興
味深いのは，大学が教育面で学生に提供している取
組に関する変数である。「アドバイジング」や「カ
リキュラムの整備」といった変数があり，例えば，
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「アドバイジング」に関する取組とは，クラス担任
制や，上級生や大学院生による学習アドバイザー
制，教職員によるアドバイザー制を設けていること
をさす。個人を対象とした取組と言える。一方，「カ
リキュラムの整備」とは，シラバスに授業時間外で
の学習課題や，教員と面談できる時間を明示してい
たり，授業科目のグレードナンバー制度を実施して
いることをさす。学生集団を対象とした取組と言え
る。立石・小方（2016）の分析では，効果は小さい
ものの，アドバイジングのような個人を対象とした
取組は，他の「カリキュラムの整備」といった取組
に比べて退学や留年を抑制する効果が高いことを報
告している。これは，退学や留年対策のためには，
集団を対象とした取組よりも個人を対象とした取組
が有効であることを示唆している。教職員と学生，
あるいは学生と学生とが直接やりとりするような取
組が有効であるためには，学生総数に対して常勤教
員数の比（ST比）が小さいこと，すなわち1人の
教員が担当する学生数が小さいほど効果が期待され
る。ST比が小さいほど，学生と教員の相互作用が
多くなることが期待できるからである（丸
山，1984）。実際，ST比の小さい学部ほど，退学率
や留年率の低いことがわかっている（立石・小
方，2016）。
個々の学生を対象とした取組を行うには，退学の
危険がある学生を抽出する必要がある。川﨑・中
嶋・川嶋・川口（2014）は，学科会議にて講義の欠
席数が多い学生を抽出して，その後，面談を行うな
どする介入に関する実践報告を行なっている。この
実践が行われる前にも欠席が続く学生には出席を促
す連絡を担任教員が行なっていたが，それが退学の
抑止には至らなかった反省から組織的な取組を行う
ようになったという。雑誌，「大学の実力」でも，「一
定回数以上欠席した学生には出席を促している」か
どうか尋ねているが，立石・小方（2016）の分析で
は，あまり退学への抑制効果はないことがわかって
いる。単に連続する欠席を指摘することには効果は
ないのである。川﨑ら（2014）の取り組みは，連続
する欠席に着目し，その学生に長期間寄り添い相談
を重ねるなかで退学率を抑制しようという取り組み

である。個々の教員が個々の経験と熱意の程度で行
なっていた効果のない取組をやめ，どのような介入
方法が適切なのか学部の教員が意見をもちより経験
を蓄積・共有できる組織的取組は非常に建設的な取
組であるといえる。しかし，それと平行して，でき
れば，欠席が連続する前に退学の危険性のある学生
を抽出できることが望ましい。欠席が連続している
時点で，事態はかなり深刻であり，それに介入する
労力も大きくなるからである。

大学生活不安尺度 危機的な状況に陥る前にその危
険の高い学生を抽出する方法のひとつに，藤井
（1998）によって開発された大学生活不安尺度があ
る。この尺度は，大学生において特徴的に認められ
る不安感の程度を測定する尺度である。30項目あ
り，3つの下位尺度，「日常生活不安」「評価不安」
「大学不適応」がある。「日常生活不安」は，14項
目から構成されており，「大学の先生と話をすると
き，とても緊張します」といった大学生活で直面す
るとおもわれる場面でどれくらい不安を感じるかを
測定している。「評価不安」は，「成績のことが気に
なって仕方がありません」といった11項目で構成さ
れており，自分が他者から評価されることに対する
不安を測定している。「大学不適応」は，「こんな大
学にいたら自分がだめになるのではないかと憂鬱な
気分になることがあります」といった5項目で構成
されており，所属する大学に適応しているかどうか
を測定している。この尺度の妥当性については，CMI
健康調査票を利用して確認されている。さらに，基
準関連妥当性についても，日本版MAS，青年版 TAI
との高い相関係数から確認されている。この大学生
活不安尺度を入学後定期的に学生に実施すること
で，大学生活に不安を感じている学生を抽出するこ
とができる。何か新しいことを学ぶ際には適度の不
安は必要ではあるが，藤井（1998）のいうように過
度の不安によって対人恐怖症や不登校といった大学
不適応に至る可能性もある。その結果，退学や留年
に至るケースもあろう。不適応状態，留年，退学と
いった深刻な事態に至る前に，その危険性の高い学
生を抽出するひとつの方法として大学生活不安尺度
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は開発され，多くの研究者によって利用されてい
る。例えば，山田（2006）の研究では，退学者や休
学者の大学生活不安尺度得点が報告されている。9
名の退学者の大学生活不安尺度得点が挙げられてい
る。大学生活不安尺度得点のうち退学と特に関連の
ある下位尺度が大学不適応得点であるが，退学者9
名中7名の大学不適応得点が平均値±標準偏差の範
囲外にあった（不適応得点の高い者が5名，低い者
が2名）。平均値±標準偏差をとる確率は31．7％で
あるから，偶然にこのような結果が得られる確率は
．01％であり，大学不適応得点を退学のリスクの指
標として捉えることができると考えてよいであろう。
大学生活不安尺度を用いた研究が多数行われてき
た結果，どのような学生が高い不安を抱きやすいか
といったことが見えてきた。今回は（1）個人内要
因，（2）個人間要因，（3）所属集団の要因が不安
感とどのようにむすびついているのか先行研究を概
観しよう。

個人内要因 ひとつには大学入学前と大学入学後で
大きく環境が変化する場合である。久米・西川・久
保（2010）は，在日中国人留学生を対象に，彼らの
保健行動に関する調査を行なっている。結果，中国
人留学生は日本人学生に比べ，授業が理解できるか
どうかで不安を感じていることがわかった。特に日
本語の運用能力に関する不安ではないかと推測され
るが，自分のもっている能力と求められる能力とが
不一致であると考えている学生ほど，大学生活への
不安が高くなるという結果である。自分のもってい
るものと求められているものの不一致によって，不
安が増大することは，日本人学生にもみられる。
金子・平林・管沼・大日向・丸山（2015）は，理学
療法学科の新入生を対象に，彼らが理学療法士に対
してどのようなイメージを入学前にもっており，入
学後にはどのようなイメージにかわったかを調査し
ている。同時に，彼らに対して大学生活不安尺度を
実施している。結果，入学の前後で理学療法士のイ
メージが不一致であるものは，大学不適応得点が高
い得点になることがわかった。同時に，学部に自分
が適合していないという不安感をもっていることが

わかった。このように，自分がもっているものと求
められるものが一致しない場合，不安感が増大する
ことがわかる。入学して授業を受けていくにつれ，
どうも自分が入学前に抱いていた理学療法士のイ
メージは実像とはちがうことに気づく。このとき，
思っていたよりも素晴らしいと思えるならば問題は
ないが，思っていたものとちがってがっかりするよ
うな場合，学業に対する動機付けを低下させること
になりかねない。本間（2013）の研究では，成績の
わるい学生は，よい学生に比べて，大学不適応尺度
の得点が高いことを報告している。金子・平林・管
沼・大日向・高田・丸山（2015）の研究では，理学
療法学科の学生を成績のよい群とわるい群にわけ
て，年度のうちに不安の高まりがあるか検討してい
る。結果，成績のわるい群は，よい群に比べて，年
度のうちに不安が高くなることがわかっている。
より個人的要因である認知について先行研究をみ
てみよう。例えば，大学に適応している学生は，そ
うでないものに比べて，対人関係のうち肯定的な面
をより想起することが知られている（中村，2002）。
また，五十嵐（2011）の研究では，抽象的な思考を
促す群と具体的な思考を促する群を設け，両群に大
学生活不安尺度への回答を求めた。結果，大学生活
不安尺度のうち，「入学した学部が自分に合ってい
ないような気がして不安だ」，「この大学にいると，
何か不安な気持ちになる」，「できることなら，転学
あるいは転部したくて仕方がない」といった項目に
おいて，抽象的な思考を促された群は，具体的な思
考を促された群に比べ，「はい」と答えることが多
かった。大学生活不安尺度は30項目ある。30個の項
目に対して検定を行うことは，検定の多重性という
点で問題があると思われるので，結果の解釈には注
意が必要ではあるものの，ものごとの捉え方と不安
感との間に関連があるという指摘は重要であると思
われる。教育は技術の習得を通してものごとの捉え
方を学習者のなかに作り上げていく作業である。教
育が進むにつれて，より抽象的な思考が促され，不
安感を抱きやすくなるという可能性は考慮すべきで
あろう。
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個人間要因 加藤（2014）は，4年制大学及び短期
大学学生214名を対象に，彼らの愛着スタイルと大
学生活不安との関連を検討している。私たちは他者
や自分自身がどのようにふるまうのかモデルをもっ
ている。例えば，他者に対するモデルとは，他者，
特に愛着対象者に対して，困ったときに助けてほし
いと言ったときにすぐに助けに来てくれるようなひ
とであるかといった予測をいう。助けに来てくれる
と思うほど，他者に対してポジティブなモデルをも
っており，助けには来てくれないと思うほどネガテ
ィブなモデルをもっていることになる。一方，自分
自身に対するモデルとは，自分という人間は他者，
特に愛着対象者が助けたいと思ってくれるような人
間であるかといったイメージをいう。自分を助けて
もらえる人間だと思っているほどポジティブなモデ
ルを，逆に思っていないほどネガティブなモデルを
もっていることになる。この他者のモデルと自分自
分のモデルの二つの軸から4つの象限がえられる
が，これが愛着スタイルの4つのタイプに相当す
る。加藤（2014）の研究からは，とらわれ型（自分
自身のモデルがネガティブ，他者のモデルがポジテ
ィブ）の学生は，安定型（自分自身のモデルも他者
のモデルもいずれもポジティブ）の学生よりも，不
安が高いことがわかった。とらわれ型とは，親密な
人間関係を過剰に大切にし，自分が幸せかどうかは
他者が自分を受け入れてくれるかどうかに依存する
型であると言われている。他者に多くを望むものほ
ど，大学生活に不安を感じているということである
が，自律的でないものにとっては大学という環境は
彼らが望むような人間関係を提供できる場ではない
ことを示唆している。
同様の結果は，大隅・小塩・小倉・渡邉・大崎・
平石（2013）の研究でも得られている。大隅ら（2013）
は，「大学生活に対する意識」（宮沢・二宮，1995）
の項目を用いて大学新入生の大学適応感を測定して
いる。結果，入学時点で仲間志向が強い学生ほど，
そうでない学生に比べて，その後の大学への適応感
が低くなることがわかっている。大学は，高等学校
に比べて学修者により自律的な選択を求める環境で
ある。何を学びたいか，どの科目を履修するのか，

将来どのような仕事につくのか，その選択は多様で
あり，就職活動，資格取得の方法も選択によって人
それぞれ異なる。このような自律的に選択していく
ことが求められる大学という学びの環境にあって
は，他者に多くを望む者，仲間志向の強い者の適応
が芳しくないというのはありえることである。中
山・中西・長濱・中島（2015）の研究では，自律的
に他者に関わろうとすることによって，深く温かな
人間関係が築かれ，大学における対人的な適応や学
業上の適応が実現されることが報告されている。大
学生活への適応を考える場合，自律的に関わるとい
う態度がキーになると思われる。

所属集団の要因 学部によって退学率が異なること
が知られている。立石・小方（2016）の研究では，
退学，留年ともに少ないのは，農学，家政，教育系
の学部であり，留年の多い学部は工学，歯学・薬学
系学部，退学の多い学部は芸術・体育系学部である
ことがわかっている。学部によって退学や留年率が
異なるということは，大学生活に対する不安につい
ても学部間でちがいがあるのであろうか。金子・平
林・菅沼・眞保（2017）の研究では，学科のちがい
と大学不適応感との関連を調べている。理学療法学
科の学生と非医療系の一般学科の学生を対象に，大
学入学2ヶ月後の大学不適合感を比較しているが，
両者の間にはちがいはみられなかった。金子・平
林・菅沼・堀本・齋藤（2017）の研究では，異なる
大学の理学療法学科の学生の大学不適合感を比較し
ているが，こちらも両者の間にはちがいはない。
学生の所属集団として，サークルがある。中原・
角田・藤本・永松（2016）は運動系のサークルで活
動しているかしていないかのちがいによって，大学
生活不安得点にちがいがあるか検討しているが，結
果，両者の得点のちがいはなかった。さらに，サー
クルに所属しているしていないによっても，大学生
活不安得点にちがいが見られないことも報告されて
いる（田中・菅，2007）。所属集団のちがいが直接
的に大学生活不安得点に結びつくわけではないよう
である。
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以上，大学生活不安を高める要因として，（1）
個人内要因，（2）個人間要因，（3）所属集団につ
いて先行研究を概観した。大学生活不安尺度は不安
の高まっている学生を抽出できる。まだ退学や留年
の兆候である連続した欠席がみられなくても，不安
の高い学生については学部内で組織的に情報収集に
努めることが望ましいと思われる。今回は，その大
学生活不安尺度で高い得点をとる傾向のあるものに
関する研究を概観した。どの学部に所属している
か，成績がよいか悪いかはその学生に直接会わなく
ても収集できる情報である。一方，学びの環境が劇
的に変わった者であったり，入学前に抱いていた学
びのイメージが入学後崩れてしまった者，大学生活
で新しい人間関係を築けていない者については，面
談などで直接話を聞かないかぎり抽出することがで
きない。先の立石・小方（2016）の研究結果からも，
退学や留年を抑制する取組について，集団に対する
取組よりも，個人を対象とした取組のほうが効果が
あることがわかっている。高い不安に陥りやすい状
況に学生がないか，教員と学生の人間関係に基礎を
置いた情報収集と介入の組織的な取組が退学や留年
を抑制するために必要であると思われる。今後はど
のような組織的取組が可能か，先行研究等を資料と
しながら検討を進めたい。

1 Yoshinori Shibasaki（Sihikoku university）：yoshinori.
shibasaki@icloud.com

2 Miwa Shibasaki（Niimi University）：shibasaki@niimi.
ac.jp
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大学生活不安尺度を用いた研究の動向
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抄 録

私立大学の一般選抜ののべの志願者数は，2006年以降連続して増加し続けている。その一方で大
学の退学者数は増加している。各大学は退学者の抑制の取り組みを展開している。退学に至る危険
の高い者を抽出する方法として，藤井（1998）によって開発された大学生活不安尺度がある。この
尺度は，大学生において特徴的に認められる不安感の程度を測定する尺度である。本研究では，大
学生活不安尺度を用いた先行研究を対象に，不安を高める要因として，（1）個人内要因，（2）個
人間要因，（3）所属集団について先行研究を概観した。このような高い不安に至る状況に学生が
置かれていないか，教員と学生の人間関係に基礎を置きながらの情報収集や介入を組織的に取り組
む必要性について議論した。
キーワード：退学，大学生活不安，大学不適応
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